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事業者名
申請する事業者名を記載してください。

事業類型・事業名称
申請する事業類型・事業名称を、交付申請書に記載の事業名称と一

致するように記載してください。

1. 提出書類について

チェック欄
各提出書類のご準備ができましたら「✓」を、該当しなければ「ー」を入力

してください。

※対象項目が「共通」の書類は、全て必須の提出書類となります。

※各補助対象経費に関する書類は、該当経費を計上しない場合、提

出は不要です。

申請書類チェックリスト（1/2）
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2. 申請内容について

チェック欄
各提出書類が各観点に沿った内容であれば「✓」を、該当しなければ

「ー」を入力してください。

消費税仕入れ税額控除のチェック欄には、該当する項目があれば「〇」

を、該当する項目がなければ「×」を入力してください。

申請書類チェックリスト（2/2）
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番号
管理等に必要な場合は記載してください。

不要な場合は削除してください。

年月日
採択通知日以降の日付を記載してください。

住所
住所を記載してください。公募申請時に記載の住所と一致するようにして

ください。

氏名 法人にあっては名称及び代表者の氏名
事業者名を記載してください。公募申請時に記載の事業者名と一致す

るようにしてください。

※公募申請時から変更がある場合は、事務局までお問い合わせください。

【様式第１】交付申請書（1/3）
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１．補助事業の事業名称
公募申請時と一致する事業名称を記載してください。

２．補助事業の目的及び内容
公募申請時の様式２_提案書をもとに、5～6行で概要を記載してくださ

い。詳細は別紙１にご記載いただきます。

３．補助事業の開始及び完了予定日
開始日には「交付決定日」と記載してください。

完了予定日には申請時に設定した事業終了日を記載してください。

※確定検査時のご提出証拠書類の日付が完了予定日より後の日付の

場合は補助対象外となります。

４．補助事業に要する経費

５．補助対象経費

６．補助金交付申請額
公募申請時と一致するように記載してください。

【様式第１】交付申請書（2/3）
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【様式第１】交付申請書（3/3）

７．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配

分額
公募申請時と一致するように、表を完成させてください。「補助率」は1/3、

1/2、2/3のいずれかを分数で記載してください。

※「合計」の行にも補助率を記載してください。

８．同上の金額の算出基礎
「別紙２のとおり」と記載してください。

※公募申請時から変更がある場合は、事務局までお問い合わせください。
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１．事業類型・事業名称
公募申請時の様式２_提案書「２．事業類型・事業名称」に記載して

いる内容を転記してください。

２．交付申請者
公募申請時の様式２_提案書「１．法人名」に記載している事業者名

を転記してください。

３．接続対象貿易PF
公募申請時の様式２_提案書「３．接続（類型1・3）・実証利用

（類型2）対象貿易PF」に記載している内容を転記してください。

４．事業の目的及び内容・実施方法等
公募申請時の様式２_提案書「４．事業目的・概要」,「５－１．実

施内容」,「６．実施方法」に記載している内容を転記してください。

【別紙１】補助事業の目的及び内容の詳細（1/2）
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５．実施体制
公募申請時の様式２_提案書「８．実施体制（８－１～８－３）」

に記載した内容を転記してください。

６．実施スケジュール
公募申請時の様式２_提案書「７．事業の実施スケジュール」に記載し

た内容を転記してください。

（※実施スケジュールについては、開始日が交付決定日以降となること

が分かるように記載してください。）

※公募申請時から変更がある場合は、事務局までお問い合わせください。

※青文字部分は削除し、黒文字で記載しなおしてください。

【別紙１】補助事業の目的及び内容の詳細（2/2）
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（１）事業者名 ※①

申請する事業者名を記載してください。

（２）類型/企業規模 ※②

プルダウンより該当する類型/企業規模を選択してください。

（３）補助金申請額 ※③

積算内訳の表で算出された補助金交付申請額が自動入力されます

（次頁参照）。

※各項目は公募申請時と一致するように記載してください。

【別紙２】金額の積算根拠（1/3）

①

②

③
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【別紙２】金額の積算根拠（2/3）

（４）積算内訳

内訳 ※④

積算内訳を選択してください。

・補助事業に要する経費 ※⑤

人件費以外の経費については、消費税込みの金額をご記入ください。人

件費以外の経費で消費税を含めない場合は、理由を「内訳」に記載し

てください。

・補助対象経費 ※⑥

消費税を含まない金額をご記入ください。

※各項目は公募申請時と一致するように記載してください。

④ ⑤ ⑥
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積算内訳

・内訳 ※⑦

人件費・補助員人件費は、「氏名/役職」といった形でご記入ください。

人件費以外の経費については、「単価（税抜）×数量」の計算式や、

見積もりの内訳等を明示してください。

・積算根拠 ※⑧

人件費の時間単価の算出方法について、「実績単価方式」または「健保

等級単価方式」を選択してください。確定検査時に根拠資料の提出が

必要となります。

・単価／数量／単位 ※⑨

単価には消費税を含まない金額をご記入ください。

・合計額 ※⑩

自動で算出されます。

※提出後の時間単価の算出方法の変更は不可となります。

※人件費を計上する場合は、実施体制一覧表と内容に相違がないよう

にしてください。

【別紙２】金額の積算根拠（3/3）

※各項目は公募申請時と一致するように記載してください。

公募申請時から変更がある場合は、事務局までお問い合

わせください。

⑦
⑧ ⑨

⑩
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事業者名を記載の上、会社定款（抜粋）を記載、または添付して提

出してください。

※交付申請書記載のとおり、「申請者の営む主な事業」が分かる部分

を記載、または添付してください。

※青文字部分は削除し、事業者名を黒文字で記載してください。

【別添１】申請者の営む主な事業

記載例
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事業者名を記載のうえ、

P/L（損益計算書）及びB/S（貸借対照表）を添付して提出してくだ

さい。

※財務諸表をそのまま別添とする場合は、ファイル名などで別添２である

ことがわかるようにしてください。また、書類が複数となる場合、１つのファ

イルにまとめてご提出ください。

※財務諸表の提出は最新のもののみで問題ございません。

※青文字部分は削除し、黒文字で記載してください。

【別添２】申請者の資産および負債に関する事項
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補助事業に要する経費のうち、補助金によって賄われる部分以外の部

分の負担者、負担額及び負担方法を記載してください。

事業者名
申請する事業者名を記載してください。

補助事業に要する経費〇〇〇円のうち
別紙２で算出される「補助事業に要する経費」（消費税込みの額）を

記載してください。

〇〇〇円を
別紙２に記載の「補助事業に要する経費」から「補助金交付申請額」を

引いた金額を記載してください。

〇〇〇株式会社
補助事業者名を記載してください。

※青文字部分は削除し、黒文字で記載してください。

【別添３】負担者、負担額及び負担方法
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事業者名を記載の上、公募申請時の様式２提案書「５－２．費用

対効果」に記載した内容を転記するようにしてください。

※公募申請時から変更がある場合は、事務局までお問い合わせください。

※青文字部分は削除し、黒文字で記載してください。

【別添４】補助事業の効果

記載例
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補助事業を行うことで収入が発生する場合は、例示通り内訳が確認で

きるように記載してください。

※収入金が発生しない場合は「補助事業に関して生ずる収入金はな

し」と記載してください。

※青文字部分は削除し、黒文字で記載してください。

【別添５】補助事業に関して生ずる収入金に関する事項
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役員名簿については、暴力団排除の観点から、その宣誓と、必要に応じ

て警察に照会を行うため、補助事業を実施する事業者すべてに記載をお

願いしているものです。

※生年月日も必ずご記入ください。

※（記載例）は削除してください。また、その他の青文字部分は削除し、

黒文字で記載しなおしてください。

【別添６】役員名簿
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別紙２に人件費・補助員人件費の計上がある場合はご提出ください。

別紙２に記載のある人員について、役割が確認できるよう、全員分を記

載してください。

出向者の場合は、出向者であることが確認できるよう記載してください。

人件費・補助員人件費で計上しない人員については、人件費・補助員

人件費対象外人員であることが確認できるよう記載してください。

経済産業省「補助事業事務処理マニュアル」の「３.人件費に関する経

理処理」「９.補助員人件費に関する経理処理」を必ずご確認ください。

※人件費を計上しない場合は提出不要です。

※【別紙２】金額の積算根拠の人件費に関する記載と、内容が一致す

るように記載してください。

人件費・補助員人件費＿実施体制一覧表

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/jimusyori_manual.html
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• 既存の旅費に係る内規などに基づき、書類を整理し、適正な経理処理をしていただく必要がございますので、社内にルールがある

場合はそれを確認できる書類をご提出ください。

• 旅費規程がない場合には、補助事業における旅費に関するルールを策定するなど、合理的な運用を心がけてください。

• 経済産業省「補助事業事務処理マニュアル」の「４. 旅費に関する経理処理」を必ずご確認ください。

※旅費を計上しない場合は提出不要です。

旅費＿旅費規定等内規

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/jimusyori_manual.html


22

• 申請事業者宛の見積書である必要があります。

• 本補助金に関わることが確認できる必要があります。

• 補助事業期間内の作業の見積であることが確認できる必要があります。

• 見積書の有効期限が記載されている場合は、提出時点で有効である必要があります。

※委託・外注費を計上しない場合は提出不要です。

委託・外注費＿見積書
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• 委託・外注先の作業について、【別紙１】補助事業の目的及び内容の詳細に記載の事業内容・実施方法等と一致する

ことが確認できる書類をご提出ください。

例：作業内容の詳細が記載されている見積書や委託・外注先から提示を受けている提案書、システム開発仕様書など

• 経済産業省「補助事業事務処理マニュアル」の「１１. 委託・外注費に関する経理処理」を必ずご確認ください。

※委託・外注費を計上しない場合は提出不要です。

委託・外注費＿委託・外注先の作業内容が確認できる書類

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/jimusyori_manual.html
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• 委託・外注先の選定理由を確認するために、相見積書の提出が必要です。

• 相見積をとらない場合、相見積で最低額を提示したものを選択していない場合については、選定理由書の提出が必要です。

• 選定理由書は様式自由となっておりますが、委託・外注先として当該事業者を選定した理由を明確に記載してください。

• 経済産業省「補助事業事務処理マニュアル」の「１１. 委託・外注費に関する経理処理」を必ずご確認ください。

※相見積書の代わりに選定理由書を提出した場合でも、見積書の提出が必要です。

※委託・外注費を計上しない場合は提出不要です。

委託・外注費＿相見積書または選定理由書

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/jimusyori_manual.html
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